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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　試料を受け取るための試料室内に配置された試料ホルダと、
　前記試料を照射するための光軸に沿って第１の荷電粒子の一次ビームを生成するために
配置された粒子ソースと、
　直径を有し、前記試料室内の圧力を電子光学カラム内の圧力よりも高圧に維持する圧力
制限開口部と、
　開口部を有し、前記照射に起因して試料から発生する電子信号を検出するために配置さ
れた第１の電極と、
　前記試料ホルダより上に形成され、前記圧力制限開口部の上に延在する検出スペースと
、
　前記試料ホルダの近傍に一次ビームを集束させるための磁界を提供するための磁気レン
ズと、
　を備えた粒子光学装置であって、検出器スペースが前記検出器スペース内部に鞍点を有
する電位界を含み、これに対応する電界が前記鞍点の周囲で電子を振動させ、前記電子振
動の少なくとも１つが電子を前記圧力制限開口部の上に上げて検出効率を改善する、粒子
光学装置。
【請求項２】
　前記圧力制限開口部が前記圧力制限開口部を通過する二次電子の最大ラーモア半径より
も大きい半径を有する、請求項１に記載の装置。
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【請求項３】
　前記圧力制限開口部が１ミリメートルより大きい半径を有する、請求項１に記載の装置
。
【請求項４】
　前記圧力制限開口部が、前記圧力制限開口部の上の相当数の二次電子の最大半径方向変
位よりも大きい半径を有する、請求項１に記載の装置。
【請求項５】
　前記圧力制限開口部が管状であり、前記電子カラム内に延在している、請求項１に記載
の装置。
【請求項６】
　前記電子カラムの極片が試料室からのガス流を制限し、これにより前記圧力制限開口部
として機能する、請求項１に記載の装置。
【請求項７】
　前記圧力制限開口部が、前記第１の電極からの十分な電界を前記圧力制限開口部の上に
拡張して、前記鞍点周囲の前記電子振動を維持可能にするのに十分に大きい直径を有する
、請求項１に記載の装置。
【請求項８】
　前記圧力制限開口部が電子のラーモア半径の２倍より大きい直径を有する、請求項１に
記載の装置。
【請求項９】
　前記検出スペースが、電界が磁界（「Ｂ」）に対して横方向にある成分（「Ｅ」）を含
み、２＊ｍ＊（Ｅ／Ｂ）∧２／ｑ（「ｍ」は電子の質量であり、「ｑ」は電子の電荷であ
る）がガスのイオン化エネルギーよりも大きい部分を含むように、前記第１の電極および
界浸レンズが電界および磁界を提供するために配置され、前記試料からの電子信号の増幅
をマグネトロンで強化する増幅ドメインで動作する、請求項１に記載の装置。
【請求項１０】
　前記磁気レンズが界浸レンズを備え、検出器容量の有効部分が前記圧力制限開口部を越
えて前記極片内へ延長された、請求項１に記載の装置。
【請求項１１】
　前記試料室内の圧力が、前記二次電子のガス増幅を実現するのに十分に大きく、電子源
の汚染を阻止するのに十分に小さい圧力に維持される、請求項１に記載の装置。
【請求項１２】
　前記試料室内の圧力が約１Ｔｏｒｒ（１３３Ｐａ）未満の圧力に維持される、請求項１
１に記載の装置。
【請求項１３】
　前記試料室内の圧力が約１Ｔｏｒｒ（１３３Ｐａ）～約１０ｍＴｏｒｒ（１．３Ｐａ）
の圧力に維持される、請求項１２に記載の装置。
【請求項１４】
　前記圧力制限開口部の上に位置決めされた第２の電極を更に備え、前記第２の電極が振
動の第２周期中に前記圧力制限開口部を通過する電子の数を増大する電圧に維持される、
請求項１に記載の装置。
【請求項１５】
　前記第２の電極が前記圧力制限開口部に対して負にバイアスされる、請求項１４に記載
の装置。
【請求項１６】
　高真空検出器が前記圧力制限開口部の上に位置決めされ、前記第２の電極が二次電子信
号を前記高真空検出器に提供するためにバイアスされる、請求項１４に記載の装置。
【請求項１７】
　前記第１の電極がバイアスされて、荷電粒子を前記試料に提供して蓄積電荷を中和する
、請求項１６に記載の装置。
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【請求項１８】
　前記検出器スペース内の電子の一部が前記圧力制限開口部の上で検出され、前記検出器
スペース内のイオンの一部が電荷中和のために使用される、請求項１４に記載の装置。
【請求項１９】
　前記電荷中和のために使用される前記イオンが、前記試料と衝突して負の電荷を中和す
る、請求項１８に記載の装置。
【請求項２０】
　圧力が０．３Ｔｏｒｒ（４０Ｐａ）から０．１Ｔｏｒｒ（１３Ｐａ）に低下するとき、
前記二次電子信号の利得が５０％未満だけ低減される、請求項１４に記載の装置。
【請求項２１】
　圧力が０．３Ｔｏｒｒ（４０Ｐａ）から０．１Ｔｏｒｒ（１３Ｐａ）に低下するとき、
前記二次電子信号の利得が２５％未満だけ低減される、請求項１４に記載の装置。
【請求項２２】
　圧力が０．３Ｔｏｒｒ（４０Ｐａ）から０．１Ｔｏｒｒ（１３Ｐａ）に低下するとき、
前記二次電子信号の利得が１０％未満だけ低減される、請求項１４に記載の装置。
【請求項２３】
　圧力が０．３Ｔｏｒｒ（４０Ｐａ）から０．１Ｔｏｒｒ（１３Ｐａ）に低下するとき、
前記二次電子信号の利得が５％未満だけ低減される、請求項１４に記載の装置。
【請求項２４】
　前記圧力制限開口部の上にある電極が前記圧力制限開口部の電位より低い少なくとも４
０ボルトの電位に維持される、請求項１４に記載の装置。
【請求項２５】
　荷電粒子ビーム・システムを作動する方法であって、
　電子源を提供し、電子源周囲の環境を第１の圧力に維持するための電子源容量中に前記
電子源を維持するステップと、
　試料を保持する試料室を提供し、この試料室を第２の圧力に維持するステップと、
　源室と前記試料室との間に圧力制限開口部を設けて、前記源室と前記試料室との間の圧
力差を維持するステップと、
　前記電子源から発生する電子のビームを集束させるための磁気レンズを設けるステップ
と、
　前記電子源からの荷電粒子のビームを前記磁気レンズを通して試料の方に向けるステッ
プと、
　前記試料から放出された二次電子を加速して、ガスと衝突させ追加の電子を生成するス
テップと、
　電子の経路を増大して検出器スペース内の衝突の回数および収集される電子の数を増大
するための磁界および電界を提供し、この電界と、ガスをイオン化して二次電子信号を増
幅することのできる検出器スペースが、圧力制限開口部の上に延びて、相当数の電子の経
路が前記圧力制限開口部の上に延びるようにし、これによってガス分子との電子の衝突回
数および二次電子信号を増大させるステップと、を含む方法。
【請求項２６】
　電界を提供するステップが、鞍点を有する電位界を検出器スペース内部に提供し、これ
に対応する電界が前記鞍点の周囲で電子を振動させ、相当数の電子の振動の少なくとも１
つがそれらの電子を前記圧力制限開口部の上に上げて検出効率を測定可能に改善するステ
ップを含む、請求項２５に記載の方法。
【請求項２７】
　磁気レンズを設けるステップが、前記検出スペース内に磁界を提供する界浸レンズを設
けるステップを含み、
　前記検出スペースが、電界の成分（「Ｅ」）が磁界（「Ｂ」）に対して横方向になって
おり、２＊ｍ＊（Ｅ／Ｂ）∧２／ｑ（「ｍ」は電子の質量であり、「ｑ」は電子の電荷で
ある）がガスのイオン化エネルギーよりも大きい少なくとも一部分を含むように電界およ
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び磁界が提供され、装置が前記試料からの電子信号の増幅をマグネトロンで強化する増幅
ドメインで動作し、前記検出スペースが圧力制限開口部の上に延在する、請求項２５に記
載の方法。
【請求項２８】
　電界を提供するステップが、前記圧力制限開口部の上の電極に電位を提供するステップ
を含む、請求項２５に記載の方法。
【請求項２９】
　前記電子源室と前記試料室との間に圧力制限開口部を設けるステップが、圧力制限開口
部を通過する二次電子の最大ラーモア半径よりも大きい半径を有する圧力制限開口部を設
けるステップを含む、請求項２５に記載の方法。
【請求項３０】
　前記電子の経路を増大するための磁界および電界を提供するステップが、前記圧力制限
開口部の上の電極を振動の第２の周期中に前記圧力制限開口部を通過する電子の数を増大
する電圧に維持するステップを含む、請求項２５に記載の方法。
【請求項３１】
　圧力制限開口部を設けるステップが、前記第１の電極からの十分な電界を圧力制限開口
部の上に延長して前記鞍点周囲の前記電子振動を維持可能にするのに十分に大きい直径を
有する圧力制限開口部を設けるステップを含む、請求項２５に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本願は２００６年３月３１日出願の米国仮出願第６０／７８７，８４７号および２００
７年３月３０日出願の米国非仮出願第１１／７３１，７４３号からの優先権を主張するも
のであり、その開示を本願に参考として援用する。
【０００２】
　本発明は電子顕微鏡に関連する。
【背景技術】
【０００３】
　走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）においては、調査すべき試料のある領域が装置の光軸に沿
って移動する電子の一次ビームによって検査される。試料に入射する電子は試料から他の
荷電粒子を放出する。一次ビームの粒子のエネルギーよりも実質的に低いこれら二次粒子
のエネルギーは、試料の性質、構造、および組成に関する情報を提供する。この理由のた
めに、ＳＥＭはこの解放された粒子を検出するために二次粒子検出装置を備えていること
が多い。従来のＳＥＭはガス分子が一次ビームを散乱させ、二次粒子の収集に干渉するの
を阻止するために真空中で動作する。
【０００４】
　例えば、二次粒子検出装置が正の電圧に保たれた電極を備えている場合、試料から放出
された二次電子はこの電極の方に移動する。電極によって捕捉された二次電子は検出器に
おいて電流を生成し、この電流は増幅されて、試料についての情報を一次ビームの衝突地
点に与えることができる。したがって、一次ビームによって走査される領域の各地点から
得られる情報を編集することによって試料の画像を生成することが可能である。このよう
にして得られる像の質、特に像が記録される速度および信号対雑音比に関連し、できるだ
け大きな検出電流を有することが有用であることは明白であろう。
【０００５】
　比較的高圧下の試料で動作する電子顕微鏡が、例えば米国特許第４，７８５，１８２号
「Ｓｅｃｏｎｄａｒｙ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｄｅｔｅｃｔｏｒ　ｆｏｒ　Ｕｓｅ　ｉｎ　
ａ　Ｇａｓｅｏｕｓ　Ａｔｍｏｓｐｈｅｒｅ」に記載されている。このようなデバイスは
環境型走査電子顕微鏡または高圧走査型電子顕微鏡（ＨＰＳＥＭ）として知られている。
ＨＰＳＥＭは、比較的高圧の試料室と電子集束カラムとの間の圧力制限開口部（ＰＬＡ）
を用いてカラム内で高真空を維持する。ＰＬＡの直径は試料室内のガス分子が集束カラム
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内へと急速に拡散するのを防ぐように十分に小さいので、高圧領域を通過する一次ビーム
の移動はＰＬＡより下の経路に制限される。
【０００６】
　ＨＰＳＥＭにおいては、検査すべき試料は典型的には０．１Ｔｏｒｒ（１３Ｐａ）～５
０Ｔｏｒｒ（７０００Ｐａ）、より典型的には１Ｔｏｒｒ（１３０Ｐａ）～１０Ｔｏｒｒ
（１，３００Ｐａ）の圧力を有するガスの雰囲気中に置かれるが、従来のＳＥＭにおいて
は、試料は典型的には約１０-6Ｔｏｒｒ（１．３×１０-6ｍｂａｒ）の真空中に置かれる
。従来のＳＥＭとは異なり、ＨＰＳＥＭは従来のＳＥＭの典型的な真空条件下では画像化
が困難である、湿った試料または非導電性試料（例えば生体試料、プラスチック類、セラ
ミック材料およびガラス繊維類）の電子光学画像を容易に形成することができる。このＨ
ＰＳＥＭは、乾燥、凍結、または真空コーティングの不利な効果に晒すことなく試料をそ
の自然な状態に維持することを可能にする。これらの効果は従来のＳＥＭを用いたそうい
った試料の研究に通常は必要となる。ＨＰＳＥＭ試料室のガス雰囲気は、固有の電荷中和
を、すなわち照射の結果として非導電性試料上に蓄積する表面電荷の消失をもたらす。消
失する表面電荷は顕微鏡の分解能を増大させる。
【０００７】
　ＨＰＳＥＭ中のガス雰囲気も改善された検出手段を可能にする。ＨＰＳＥＭでは、二次
電子検出器の方向に移動する放出された二次電子はその経路の途中でガス分子と衝突する
。この衝突の結果、「娘電子（ｄａｕｇｈｔｅｒ　ｅｌｅｃｔｒｏｎｓ）」と呼ばれる新
しい電子がガス分子から放出されることになる。この娘電子はまた二次電子検出器の方向
に移動する。次いで、この新しく解放された娘電子が再び他のガス分子と衝突するなどし
、その結果、二次電子信号の増幅が起こる。用語「二次電子」とは、娘電子および反射さ
れた一次ビーム電子のほか、試料から直接放出された電子も包含する。二次電子が二次電
子検出器まで移動する距離が長くなるほど、二次電子とガス分子との間で起こる衝突の回
数が増えるので、達成される増幅はより大きくなる。他方では、存在するガス分子が一次
ビーム電子を散乱させるので、加圧された試料室を通る一次ビーム経路はできるだけ短い
ことが望ましい。
【０００８】
　特開平５－１７４７６８号公報は粒子ソースからの一次ビームが磁気界浸レンズによっ
て試料に集束されるＨＰＳＥＭを記載している。界浸レンズは磁気双極子からなり、この
双極子の極は試料の両側に配置されている。この磁界が試料から放出された二次電子を螺
旋経路を辿らせて検出器まで至らせる。このようにして、二次電子が移動する距離は増し
、その結果、衝突の確率は比例して増加し、検出装置の増幅率は増加すると言える。
【０００９】
　特開平５－１７４７６８号公報に記載の構成では、電子は磁界に対して平行に延びる軸
の周囲の螺旋経路を辿る。試料から検出器まで電子が移動する距離は、検出器と試料との
間の磁界方向の距離に直接依存する。したがって、できるだけ大きな増幅率を得るために
、検出器電極は試料の上にできるだけ高く配置されなければならない。その結果、一次ビ
ームがガス雰囲気を移動する距離も長くなり、一次ビームの散乱が増大する。検出装置の
ための増幅率の増大はこのように、例示のデバイスの分解能を犠牲にして達成される。
【００１０】
　改善された環境型走査電子顕微鏡が、Ｓｃｈｏｌｔｚら（Ｓｃｈｏｌｔｚ）に授与され
た米国特許第６，９７２，４１２号「Ｐａｒｔｉｃｌｅ－Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｄｅｖｉｃｅ
　ａｎｄ　Ｄｅｔｅｃｔｉｏｎ　Ｍｅａｎｓ」に記載されている。係る特許は本願に参考
として援用されており、本発明の譲受人であるエフ・イー・アイ社に譲渡されている。Ｓ
ｃｈｏｌｔｚの発明では、検出器容量の一部は磁界に対して平行な成分を有する電界を含
み、一部は磁界に対して直交する成分を有する電界を有する。二次電子は軸方向振動（す
なわち、ペニング効果。「ヨーヨー」効果とも呼ばれる）および径方向振動（すなわち、
「マグネトロン」効果）の両方を受ける。これらの振動は二次電子の経路長を大きく増大
させ、ひいてはガス分子との衝突数を大きく増大させ、これにより二次電子信号の増幅が
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増大する。この電界および磁界は、検出器スペースのかなりの数の電子がガス分子をイオ
ン化するのに十分なエネルギーを有するのを保証するようなものである。
【００１１】
　図１はＳｃｈｏｌｔｚの原理による検出器１０２を用いた改善されたＨＰＳＥＭ１００
の例を示す。試料室１０４においては、電極アセンブリ１０６がレンズ１１２の極片１１
０を支持する極片支持体１０８の底部に取り付けられている。電極アセンブリ１０６は、
アノード１２０と、イオン・トラップ１２２と、圧力制限開口部ＰＬＡ１２６を画定する
穴を有する圧力制限開口部電極１２４とを含む。絶縁スペーサ１２８が種々の電極を分離
する。一次電子ビーム１３４はＰＬＡ１２６を通って可動試料ステージ１３８上に置かれ
た試料１３６の方に導かれる。ガスがガス源１４０から試料室１０４に導入される。一次
ビーム１３４が衝突すると、二次電子が試料１３６から放出される。この二次電子はアノ
ード１２０の方に向かって加速され、好ましくはマグネトロンとペニング振動との組合せ
を受ける。二次電子はガス分子と衝突するにつれてエネルギーを失い、最終的にアノード
１２０によって収集される。イオン化されたガス分子はイオン・トラップ１２２、試料１
３６、およびＰＬＡ１２６によって収集される。ガス分子との衝突によって追加の電子を
生み出すために、二次電子は試料とＰＬＡ電極との間で利用可能な距離ｄを有する。Ｓｃ
ｈｏｌｔｚが記載した検出器では、ＰＬＡは極片の底部と同一平面にある。したがって、
二次電子はガス分子との衝突によって追加の電子を生み出すのに利用可能な距離ｄ2のみ
を有する。ＰＬＡをレンズ内側に位置決めすることによって、この改善された構成は、作
動距離、すなわちレンズと試料との間に距離を増大させることなく、ガスをイオン化して
二次電子信号を増幅することのできる追加の検出器スペースを提供する。ＰＬＡをレンズ
内側に位置決めすることによって追加の検出器スペースが得られるが、図１に示した実施
形態にはまだ幾つかの不利がある。
【００１２】
　１．検出器容量の有効部分の高さは、元のＳｃｈｏｌｔｚの構成に比して延長されてい
るものの、試料とＰＬＡとの間の距離「ｄ」によってまだ制限されており、これにより検
出器スペースが制限されてしまう。
【００１３】
　２．適切に増幅するために試料室は比較的高圧に維持されるので、ＰＬＡ径は電子ビー
ム・カラム内で十分な真空を維持するために比較的小さくなければならない。直径が小さ
いことで一次ビームの偏向が制限され、これにより、用途によってはＨＰＳＥＭの視野が
制限される。
【００１４】
　３．例えば極片が４ｍｍ径を有する電子カラムでは図１に示した検出器の配置が有用で
あるが、２ｍｍ径を有する極片内にインレンズ型ＰＬＡを収容することは難しい。したが
って、小径を有するレンズのために、ＰＬＡはレンズの内側ではなくレンズの底部と同一
平面に位置決めされ、検出スペースの高さはｄ2まで低減される。次いで、作動距離、す
なわちレンズとワーク・ピースとの間の距離、ガス圧、あるいはこの両方を増大すること
によって、分解能およびガス内でのビーム散乱を犠牲にして、この低減を補償しなければ
ならない。また、図１に示した構成は同時発生する電子とイオン・ビーム用に最適化され
たシステムに実装することはより難しい。
【００１５】
　４．Ｓｃｈｏｌｔｚが記載したアノード周囲のヨーヨー振動の高さがＰＬＡを越えて二
次電子を移動させる場合、この二次電子はＰＬＡの上の電極によって収集されることが多
い（電子軌跡は電子光学カラム内部の電界および磁界の幾何学形状（ｇｅｏｍｅｔｒｙ）
ならびに強度によって決定される）。したがって、前記電子は増幅プロセスに更に関与す
るのにも、検出電流の一部としてアノードにより収集されるのにも利用できない。同様に
、Ｓｃｈｏｌｔｚが記載したアノード周囲のヨーヨー振動の高さが二次電子をＰＬＡと接
触させる場合、この二次電子は増幅プロセスに更に関与するのにも、検出電流の一部とし
てアノードにより収集されるのにも利用できない。電子は試料またはＰＬＡの上部から上
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方へとその戻り経路を辿って検出器容量内へと移動しながら、ＰＬＡの底部に衝突するこ
とがある。ヨーヨー振動の大きさは振動運動中のガスに対する電子エネルギー損失率によ
って決定される。このため、適切に増幅するためには、係るシステムは二次電子が最初の
振動でＰＬＡに達しないように、ガス分子との衝突を通して十分なエネルギーを失う高い
確率をもたらすような構成とすべきである。衝突の確率はガス圧および試料とＰＬＡとの
間の距離に伴って増大する。したがって、最小使用可能チャンバ圧Ｐはｄによって制限さ
れる。ヨーヨー振動の最初の半周期中に、二次電子がカラムへと失われるのを回避すると
ともに、ＰＬＡによって収集されるのを回避するには、電子はその初期放出エネルギー以
上であるエネルギー量ΔＥをガスに取られる。ΔＥの大きさはＰとｄの積に伴って増大す
る。本発明の幾つかの実施形態では、ＰＬＡ電極を越えて移動する二次電子の収集を阻止
すべくＰＬＡ径を十分に大きくすることによって、ｄはＰＬＡより大きく増大され、ＰＬ
Ａ上の電界はカラムへの二次電子の喪失を防止するように構成される。
【００１６】
　５．Ｓｃｈｏｌｔｚが記載したヨーヨー振動の高さは、負のバイアスをＰＬＡに印加す
ることによって制限することができる。しかしこのような構成では、ヨーヨー振動の最初
の全周期中にガスへ取られたエネルギー量ΔＥが初期二次電子放出エネルギーよりも小さ
い場合、試料から放出された二次電子は、ヨーヨー振動の最初の全周期後に元に戻って試
料に衝突する。すなわち、増幅スペースを効果的に２倍にすることはできるが、この増大
は未だ小さ過ぎて、低圧で作動距離が短い条件下で二次電子のかなりの部分が試料に失わ
れるのを阻止できない。このことは極片内径が小さ過ぎて図１に示したような「インレン
ズ型」ＰＬＡを実装できない場合に特に当てはまる。
【００１７】
　６．荷電粒子ビームの一般的な作動中、ビームがワーク・ピースに衝突しないことが望
ましい場合、ビームは「ブランク」にされる（ｂｌａｎｋｅｄ）。すなわち、ビームはカ
ラム光軸側の固体障害物内へ向けられる。ビームがブランクされない場合、すなわちビー
ムが試料の方に再方向付けされる場合、ビームは短時間ドリフトし易い。出願人らはこの
ドリフトがＰＬＡ電極上の電荷の蓄積、恐らくは、自然酸化物上あるいは存在し得るか薄
い絶縁層を形成し得るあらゆる汚染層上の電荷の蓄積によって生じることを見出した。ド
リフトの大きさはＰＬＡ径とは逆に変動する。十分な増幅を得るためには比較的高いガス
圧が必要であるので、検出器１０２は典型的には、集束カラム内で低圧を維持するために
比較的小さい径を有するＰＬＡを必要とし、その結果、小径のＰＬＡではドリフトの大き
さが大きくなる。
【特許文献１】米国仮出願第６０／７８７，８４７号
【特許文献２】米国非仮出願第１１／７３１，７４３号
【特許文献３】米国特許第４，７８５，１８２号
【特許文献４】特開平５－１７４７６８号公報
【特許文献５】米国特許第６，９７２，４１２号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１８】
　本発明の目的は、荷電粒子ビーム器具のために低い試料室圧でガス増幅を改善すること
にある。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　本発明は検出器容量の有効部分を圧力制限開口部を越えて延長し、これにより、レンズ
と試料との間の距離を増大させることなく検出器容量を増大させる。
【００２０】
　上記は以下の本発明の詳細な説明がよく理解できるように、本発明の特徴および技術的
利点をかなり大まかにまとめた。本発明の付加的な特徴および利点を以下に記載する。開
示された概念および具体的な実施形態は、本発明の同じ目的を実行するための他の構造を
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改変または設計する基礎として容易に利用できることを当業者は理解されたい。このよう
な同等の構成は添付の特許請求の範囲に定めた本発明の精神および範囲から逸脱しないこ
とも、当業者は理解されたい。
【００２１】
　以下、本発明ならびにその利点を更に完全に理解するために、添付図面と共に以下の説
明を参照する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　本発明の実施形態は、ＰＬＡを通って極片に入る電子運動が使用可能なスペースを拡張
することによって有効な検出器スペースを増大させ、これにより作動距離を増大させるこ
となく有効な検出器スペースを増大させる。したがって、試料とＰＬＡとの間の距離によ
る検出器性能の制限が取り除かれる。検出器スペースを作動距離よりも大きくすることが
できるので、十分な検出器スペースを提供するために大きな作動距離を有する必要がなく
、したがって、本発明の実施形態は分解能を改善するより短い作動距離を有するカラム設
計を可能にする。
【００２３】
　ガス増幅の効率を増大することによって、本発明の実施形態は減圧での動作を可能にす
る。本発明の幾つかの実施形態では、ＰＬＡ径は従来技術のシステムの一般的なＰＬＡ径
に比して増大され、これによって、より多くの二次電子がＰＬＡを通過することが可能と
なる。ガス圧は大きく、次いでその電子が更なる増幅に関与しアノードによって収集され
るのに使用可能である場合、ＰＬＡより上に電極があることで、ＰＬＡより上の二次電子
を試料の方に戻す電界を形成するのが容易になる。この改善された増幅効率のおかげでシ
ステムはより低圧で動作することができ、より大きな径のＰＬＡを使用することが可能と
なる。
【００２４】
　本発明の実施形態は、図１に示すように、最終レンズ径が小さ過ぎてレンズ内へ延びる
ＰＬＡを使用できないシステムに優れた増幅を提供することができる。
【００２５】
　図２は本発明の好適な実施形態を示す。試料室２０２を有する好適なＨＰＳＥＭ２００
では、電極アセンブリ２０４が極片２０８または試料室の屋根（図示せず）に取り付けら
れた極片支持体２０６の底部に取り付けられている。電極アセンブリ２０４はアノード２
１０、イオン・トラップ２１２、およびＰＬＡ２１６を画定する穴を有するＰＬＡ電極２
１４を備え、この電極は絶縁スペーサ２１８によって分離されている。電極２２０（第２
の電極）がＰＬＡ２１６より上に位置決めされ、極片２０８から電気的に絶縁されている
（図示せず）。一次電子ビーム２２２はＰＬＡ２１６を通して可動試料ステージ２３２上
に位置決めされた試料２３０の方に方向付けられる。ガスがガス源２３６から試料室２０
２に導入される。二次電子は一次ビーム２２２が衝突すると、試料２３０から放出される
。二次電子はアノード２１０の方に向けて加速され、電界および磁界の組合せの下では、
Ｓｃｈｏｌｔｚの特許に記載の運動を、すなわちマグネトロンとペニング振動との組合せ
を受けることが好ましい。この二次電子はガス分子と衝突するにつれてエネルギーを失い
、最終的にはアノード２１０によって収集される。イオン化されたガス分子がイオン・ト
ラップ２１２、試料２３０、およびＰＬＡ電極２１４によって収集される。
【００２６】
　電極２２０はＰＬＡより上でレンズ内部に相当な電界を形成する。ＰＬＡ２１６は従来
技術とは異なり、ＰＬＡを通して後方に電子を振動させるのに十分に大きい直径を有する
。すなわち、電子はレンズに入り、次いで元に戻り、衝突を受けてより多くの自由電子を
発生させ、最終的にはアノードによって収集され得る。ＰＬＡが大きいと圧力低下は更に
緩やかになるので、幾つかの衝突もＰＬＡより上で起こる。
【００２７】
　本発明はどのような特定の電極配置にも限定されない。例えば、ＰＬＡ電極２１４は極
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片２０８から電気的に絶縁されてもよいし、ＰＬＡ２１６より下または上の電界に合わせ
るためにバイアスされてもよい。例えば、図３は図２の実施形態と同様のＨＰＳＥＭ３０
０の実施形態を示すが、アノードおよびＰＬＡの機能は、絶縁スペーサ３０４によって極
片２０８および極片支持体２０６から分離された単一電極３０２によって提供される。
【００２８】
　図４は、極片２０８内に位置決めされた電極４０４がレンズ内に電界を提供し、圧力制
限開口部４０６を画定するようにも機能するＨＰＳＥＭ４００の実施形態を示す。電極４
０４は電源（図示せず）に接続され、絶縁スペーサ４０８によって極片２０８から電気的
に絶縁されている。電極４０４は室４１０からカラム内に入るガス流を制限する。これは
電極４０４の内径を十分小さく（例えば２ｍｍ未満）することによって、あるいは、例え
ば図４に示すように電極の基部を管状にすることによりガス伝導率を最小化するように４
０２を成形することによって実現することができる。
【００２９】
　好適な実施形態では、ＰＬＡ半径はＰＬＡ電極による相当な二次電子収集を阻止するよ
うに十分に大きいことが好ましい。ＰＬＡ最小半径は、ＰＬＡの中心とＰＬＡを通過する
二次電子の位置との間の最大半径方向距離よりも大きくなければならない。この距離は、
典型的な適切な配置を有するシステムでは所与の圧力において、
　ａ．ＰＬＡを通過する二次電子の最大ラーモア半径（Ｓｃｈｏｌｔｚの特許に記載のよ
うに、電界および磁界における電子の運動は、ラーモア半径と呼ばれる半径を有する円運
動を含む数種の単純な運動の重ね合わせとして説明することができる）および
　ｂ．ＰＬＡより上の磁界および電界の幾何学形状（磁界および電界はＰＬＡより上の二
次電子の最大可能半径方向変位を決定する。極先端を越える軸方向距離に伴って急速に磁
界が減衰するカラムの場合、磁界の幾何学形状は特に重要である）によって決定される。
【００３０】
　ＰＬＡの直径は典型的には従来技術のシステムの直径よりも大きい。検出器容量容量が
増大されたことで所与の圧力でガス増幅が可能となるので、検出器は従来技術のシステム
が可能にするよりも低圧で動作することができる。したがって、増大されたＰＬＡ径によ
って生じる電子ビーム・カラム内部のガス圧がどのように増大しても、試料室内部の圧力
を低減することによって相殺することができる。
【００３１】
　典型的なコンポーネント・サイズおよび動作パラメータを以下に示す。当業者であれば
、異なる用途に適した実施形態用に適切な動作パラメータを決定することができる。Ｓｃ
ｈｏｌｔｚの特許に記載のように、コンポーネント（例えばアノード）を電圧および磁界
強度に関連して、最適な用途のためにマグネトロンおよびペニング効果の両方を提供する
電界および磁界を発生するようなサイズにすることが好ましい。以下に示す値は単なる例
示であって、当業者が異なる用途のための適したパラメータを見つけるガイダンスを提供
しようとするものである。実施形態はこれらの示唆した範囲外であってもよく、この示唆
した範囲は本発明の範囲を制限しようとするものではない。特に、電極の機能は電極間の
電位差によって決定される。したがって、電極バイアスは、本発明の範囲から逸脱するこ
となく同等の電位差を生み出すように任意の量だけ相殺することができる。
【００３２】
　ＰＬＡは０．１ｍｍ～約４ｍｍの直径を有することが好ましく、最も好ましい直径は約
１ｍｍである。アノードおよびイオン・トラップは典型的には各々約０．１ｍｍ～約１０
ｍｍの直径を有し、好ましい直径は約３ｍｍである。
【００３３】
　ＰＬＡは極片から電気的に絶縁され、約－１０００ボルト～約２０００ボルトの電位に
維持されることが好ましく、接地電位が典型的な電位である。アノードは約０ボルト～約
２０００ボルトの範囲内でバイアスされることが好ましく、約４００ボルトの電位が最も
好ましい。イオン・トラップは約－１０００ボルト～約２０００ボルトの範囲内でバイア
スされることが好ましく、接地電位が最も好ましい。試料ステージは約－１０００ボルト
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～約１０００ボルトの範囲内でバイアスされることが好ましく、接地電位が最も好ましい
。
【００３４】
　本発明の実施形態はより効率的な用途を提供するので、システムは低圧で動作すること
ができ、さらにはこのことが電子ビームを弱めることなくより大きなＰＬＡを使用し易く
する。実施形態は典型的には、約１ｍＴｏｒｒ（０．１３Ｐａ）～１Ｔｏｒｒ（１３３Ｐ
ａ）の圧力で動作し、約０．１Ｔｏｒｒ（１３Ｐａ）の圧力が好ましい。レンズの典型的
な磁界強度は約０．１テスラである。より低い磁界強度（例えば０．０１テスラ）の使用
が可能であるが、結果的に二次電子閉じ込め効率が低減され、殆どの構成ではガス利得が
低減される。大きな磁界強度の使用が可能であるが、実際には実現が困難である。検出器
容量が増大されるため、検出器は低いガス圧で動作することができる。例えば、チャンバ
圧は約１Ｔｏｒｒ（１３３Ｐａ）～約１０ｍＴｏｒｒ（．１３Ｐａ）の範囲である。圧力
が低いことで、電子源をファウリングしたり電子ビームを散乱させたりしなくても、大径
のＰＬＡの使用が可能となる。ガス・カスケードで発生する電子、イオン、または光子な
ど、どの信号を用いても画像化を実施できる。
【００３５】
　あるいは、図５に示すように、電子顕微鏡システム５００は、試料室内の電極アセンブ
リ構造位置を荷電制御に用いながら、ＰＬＡの上に位置決めされた従来の高真空レンズ透
過型（ＴＴＬ）検出器を画像化のために用いることができる。図５は一次電子ビーム２２
２を試料の方に向ける一方で、二次電子５０６をシンチレータ－光電子増倍管などの検出
器５０８へ偏向させるウィーン・フィルタなどの偏向器５０２を示している。
【００３６】
　レンズ透過型検出および荷電制御は、
　ａ．ガス圧およびＰＬＡ径を十分に小さくしてＴＬＤ電極におけるガス損失（ｂｒｅａ
ｋｄｏｗｎ）を阻止すること、および
　ｂ．二次電子の幾つかの部分がＴＬＤによって収集される一方で、残りの二次電子が図
３に示したような構造内でガス増幅されるように、ＴＬＤ吸引管および偏向電極にバイア
スを印加することによって達成される。このガス増幅は荷電制御用のイオンを発生させる
。試料表面に入射するイオン断片はイオン・トラップの幾何学形状およびバイアスによっ
て制御される。
【００３７】
　上記のように、ＰＬＡ上の入射絶縁層は電荷を蓄積し易く、ビームがブランクされない
とき、蓄積された電荷は一次ビームをドリフトさせる。好適な実施形態では、ＰＬＡは電
荷蓄積を最小にする材料から作成される。例えば、ＰＬＡは比較的に導電性の酸化物を有
する金属から作成してよい。「導電性」酸化物を有する金属の例はモリブデンである。自
然酸化物はある種の臨界電圧が印加されると導電性になる。モリブデンの場合、この電圧
は低いので、酸化物の充電によって生じるどのようなビーム・ドリフトも低い。電荷蓄積
を最小化する材料から作成されるＰＬＡの別の例は、炭素で被覆したＰＬＡ、あるいは黒
鉛製のＰＬＡである。
【００３８】
　「導電性酸化物」を有する材料の使用は知られており、幾つかの用途、例えば電子カラ
ムおよび分光計の設計などに用いられる。しかし、粒子は検出スペースでは正および負に
充電されるため、ＨＰＳＥＭは試料の変質を低減することが知られているので、ＰＬＡが
充電されることおよび充電が器具の動作に問題を引き起こすことは予期されなかった。
【００３９】
　従来技術の検出器では、約０．３Ｔｏｒｒ（４０Ｐａ）未満の圧力においては、ガス利
得は圧力低下に伴って急速に低下する。この利得の低下はＰＬＡ電極による二次電子の収
集によって生じ、画像信号の９０％を超える損失を占めることがある。すなわち、圧力が
十分低いと、９０％を超える電子がＰＬＡ電極によって収集されることがある。例えば０
．１Ｔｏｒｒ（１３Ｐａ）では、電子の５０％以上がＰＬＡ電極によって収集されること
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要因によって制限されるようになる。
【００４０】
　このため、本発明の好適な実施形態では、圧力が０．３Ｔｏｒｒから０．１Ｔｏｒｒ（
４０Ｐａから１３Ｐａ）に低下するとき、二次電子信号の利得が５０％未満だけ、より好
ましくは２５％未満だけ、更に好ましくは１０％未満だけ、最も好ましくは５％未満だけ
低減される。ＰＬＡによって収集される電子の割合は信号の低下にほぼ比例する。幾つか
の実施形態では、圧力が０．３Ｔｏｒｒから０．１Ｔｏｒｒ（４０Ｐａから１３Ｐａ）に
低下するとき、相当な数の電子、好ましくは二次電子の１５％より多い、より好ましくは
２５％より多い、最も好ましくは５０％より多い電子がＰＬＡを通過し、少なくとも１回
はＰＬＡより下に戻る。このため、好適な実施形態では、ＰＬＡの直径は十分に大きく、
ＰＬＡ上の電界は十分に強力であるので、信号損はこのパラグラフにおいて前述したレベ
ルまで低減される。
【００４１】
　本発明およびその利点を詳細に説明してきたが、添付の特許請求の範囲によって定義さ
れる本発明の精神および範囲から逸脱することなく、本明細書において種々の変更、置換
、および改変がなされてよいことを理解されたい。また、本願の範囲を本明細書に記載の
プロセス、機械、製造物、組成物、手段、方法、またはステップの特定の実施形態に限定
しようとするものではない。当業者であれば本発明の開示からすぐに理解できるように、
本明細書に記載の相当する実施形態と実質的に同じ機能を実施するか、または実質的に同
じ結果を達成する既存のあるいは将来開発されるプロセス、機械、製造物、組成物、手段
、方法、またはステップが本発明に従って利用されてもよい。したがって、添付の特許請
求の範囲は、このようなプロセス、機械、製造物、組成物、手段、方法、またはステップ
をその範囲内に包含するものとする。
【図面の簡単な説明】
【００４２】
【図１】Ｓｃｈｏｌｔｚらが記載したシステムの実施形態を示す図である。
【図２】本発明の第１実施形態を示す図である。
【図３】本発明の第２実施形態を示す図である。
【図４】本発明の第３実施形態を示す図である。
【図５】本発明の第４実施形態を示す図である。
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